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　近年、スマートフォンの急速な普
及に伴い、インターネットで商品を
購入する消費者は年々増えてきてい
る。これまで実店舗での商品販売を
主軸としてきた小売業者において
も、インターネットに販路を広げ、
力を入れている企業も少なくない。
　消費者はインターネットで商品を
購入する際に、ウェブサイトで商品
をチェックするが、ウェブサイトに
掲載されている商品情報が実際の商
品と同じ内容であることを強く要望
しており、オンライン小売業者や小
売業者などにとっては、消費者に

「信頼できる」商品情報の提供を行
うことが販売拡大のポイントと考え
ている。
　また、ブランドオーナー（商品メ
ーカー、プライベート商品を有する
卸売業者、小売業者など）において
は、自社の商品情報を正確に消費者
に届けることが、大きな課題となっ
ている。
　こうしたネット化による消費者行
動の変化を受け、現在 GS1 では世
界中の商品情報の提供、利用などを
可能とする新たなグローバルデータ
サービスである GS1 Cloud（GS1
クラウド）の構築を進めている。

● GS1 Cloud のしくみ

　GS1 Cloud は、GS1 各国のブラ
ンドオーナーにより登録された「信
頼できる」商品情報を GS1 本部が
クラウド上に一元化し、世界中で利
用できる商品データベースの実現を
目指している。GS1 Cloud には、
大きく 3 つの機能（データ登録、
データ蓄積、データ利用）があり、
それぞれのしくみについて、以下に
紹介する（図 1 参照）。

（1）データ登録
　GS1 Cloud への商品情報の登録
は、原則各国の GS1 加盟組織（日
本は GS1Japan：当センター）経由
で登録を行うこととなる。ブランド
オーナーからの直接登録に加えて、
各業界の商品情報データベースやデ
ータ収集会社等との連携も検討して
いる。この場合、情報源がブランド
オーナーであり、ブランドオーナー
が GS1 Cloud に情報を提供するこ
とに同意した場合に限られる。GS1 
Cloud の第 1 フェーズでは、以下
の商品情報 7 項目が登録される。
＜第 1 フェーズの商品情報項目＞
① GTIN（JAN コード）【必須項目】
② Brand（ブランド名）
③ Label Description（商品ラベル

説明：商品名）
④ Medium Resoulution Image（画

像）
⑤ Target Market（販売地域）【必

須項目】
⑥ Company Name（企業名）
⑦ Product Classification（ 国 際 商

品分類）

（2）データ蓄積
　GS1 Cloud への商品情報の登録
は前述のとおり、いずれの場合もブ
ランドオーナー以外からの登録は認
めていないので、ブランドオーナー
から「信頼できる」商品情報のみが、
GS1 本部が一元管理するクラウド
上のデータベースに登録され、蓄積
される。

（3）データ利用
　GS1 Cloud に蓄積された商品情
報は、小売業者・オンライン小売業
者・モバイルアプリ事業者・ソリュ
ーションプロバイダ・製造業者・規
制機関等により利用されることを想
定している。データの利用にあたっ
ては、各国の GS1 加盟組織に利用
の申請を行う必要がある。

● GS1 Cloud で利用できるサ
ービス

　GS1 Cloud で は、 ① Check、 ②
View、③ Explore という 3 つのサ
ービスを利用者に提供する。それぞ
れのサービスに必要なデータ項目
は、図 2 の通りである。7 項目のう

GS1が提供する新たなグローバルデータサービス「GS1 Cloud」
〜世界中で利用できる商品データベースの実現を目指して〜

図1　GS1 Cloudのしくみ

（出所）GS1本部資料を翻訳
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ち必須となるのは GTIN のみである
が、例えば、必須項目のみが登録さ
れ た 場 合、 そ の 商 品 に 関 し て は
Check サービスのみ利用できるこ

とになる。以下、各サービスについ
て紹介を行う。
① Check
　GTIN を入力すると、その GTIN

が GS1 Cloud に登録されているか
否かをチェックできるサービスであ
る。また、GTIN に含まれる GS1 事
業者コードが、GS1 加盟組織から
貸与を受けた正規の番号であるか否
かも確認できる（図 3 参照）。
② View
　GTIN を入力すると、その GTIN
に関して GS1 Cloud に登録されて
いる商品情報（例：ブランド名、商
品ラベル説明、画像）を参照できる
サービスである。小売業者やオンラ
イン小売業者などの GS1 Cloud 利
用者がこの情報を活用し、消費者に
対して商品情報の提供が行える。
③ Explore
　商品分類と販売地域を入力する
と、該当する商品一覧が表示される
サービスである。小売業者やオンラ
イン小売業者などの GS1 Cloud 利
用者がこの一覧を活用し、店舗やオ
ンラインで新たに取扱いたい商品を
検索することができる。また、ブラ
ン ド オ ー ナ ー に と っ て は、GS1 
Cloud に商品を登録することで、自
社商品の PR が行えることになる

（図 4 参照）。

●今後の予定

　本稿で紹介した GS1 Cloud は第
1 フェーズとなる。GS1 では現在、
項目やサービスの拡張を視野に入れ
た将来フェーズについての検討を行
っている。当センターも GS1 の一
員として GS1 Cloud を日本の企業
の皆様にご利用いただけるよう、準
備を進めているところである。GS1 
Cloud の成功には、ブランドオーナ
ーからの直接商品情報登録および小
売業者やオンライン小売業者、モバ
イルアプリ事業者などでのデータ利
用が必須となっている。
　「信頼できる」商品情報を消費者
に届けるためにも、関係各社にご協
力を賜りたい。
（データベースグループ長　銅直）

（出所）GS1本部資料を翻訳

図2　GS1 Cloudのサービスに必要なデータ項目

（出所）GS1本部資料

図3　Checkサービスのイメージ画面（GTIN入力画面）

（出所）GS1本部資料

図４ Explore サービスのイメージ画面（結果表示画面）
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　2017 年 4 月、経済産業省が大手
コンビニエンス・ストア事業者 5
社（セブン―イレブン、ファミリー
マート、ローソン、ミニストップ、
ニューデイズ）と共同で「コンビニ
電子タグ1000億枚宣言」を発表し、
多くの注目を集めた。

　本稿ではこの宣言発出に至った
2016 年度の電子タグ利活用拡大の
ための取り組みと、データ連携に主
眼を置いた 2017 年度の検討につい
て紹介したい。

2016 年度の活動

　近年、少子高齢化に伴う人手不足
や商品の多品種少量化による物流コ
ストの上昇、食品ロスの増加が社会
問題となっている。2016 年度、経
済産業省はこのような問題を解決す
るために活用できる IoT 技術の一つ
として電子タグに注目し、電子タグ
利活用に関する実証事業と調査事業
を並行して行った。

＜実証事業＞
　実証事業では 1 年間かけて電子
タ グ の 研 究、 調 査 を 行 っ た 後、
2017 年 2 月にローソンとパナソニ
ックが共同で完全自動セルフレジ機

「レジロボ」を使った 2 週間の実証
実験を実施した。
　実験はローソンパナソニック前店
で行われ、店舗で取り扱う商品（弁
当やホットスナック等一部商品を除
く）に電子タグを貼付し、販売した。
　電子タグを利用したセルフレジ会
計の手順は以下の通り。
①買い物客が購入する商品を専用の

買い物カゴに入れ、カゴごとレジ
ロボにセットする。

②レジロボ内部でカゴの底面が開

き、商品が買い物袋に自動的に袋
詰めされる。

③袋詰めと同時に商品の電子タグが
読み取られ、瞬時に合計金額が表
示される。

　この実験の結果、電子タグの読み
取り率は 97.9％であった。会計時
間は、支払方法や個人のレジロボ利
用経験回数によってばらつきはあっ
たものの短縮が確認できた。加え
て、一部試験的に実施した棚卸では
作業時間が 90% 短縮されるという
結果も出た。

＜調査事業＞
　調査事業では、電子タグに関心の
高い実務者や電子タグ関連ベンダ

ー、POS レジベンダー、SI 事業者
や専門家による実務者会議が開催さ
れ、当センターもメンバーとして本
会議に参加した。
　この会議では前述の実証事業の進
展も踏まえた議論が進められ、電子
タグの利活用拡大に必要なプロセス
と乗り越えるべき課題の整理が行わ
れた。洗い出された今後の課題は、
実施主体や解決期限を設定した上で

「RFID の利活用拡大に係るロードマ
ップ」としてまとめられた。
　このロードマップでは、タグの価
格や既存のシステムとの連携方法の
確立などコストや技術面の課題のほ
か、小売店での効果的な利用方法、
消費者メリットなどサプライチェー

コンビニエンス・ストアでの電子タグ利活用
－「電子タグ1000億枚宣言」の背景と実現に向けた取り組み－

2016年度の実証実験で販売された電子タグ付きの商品
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ンの下流における利便性の向上等も
課題としてまとめられている。
　コンビニ電子タグ 1000 億枚宣言
は、このロードマップで挙げられた
課題が解決できた際には電子タグ導
入を確約するユーザーが存在すると
いうことを示すことで、電子タグベ
ンダーに課題解決のインセンティブ
を与える役割を担っているのである。

2017 年度の活動

　2017 年度は電子タグを読み取る
ことで得られる大量のデータをいか
にサプライチェーン全体で連携して
活用できるかというところが検討テ
ーマとなっている。情報共有プラッ
トフォームの構築においては GS1
標準の EPCIS（Electronic Product 
Code Information Services） が 採
用され、2 月 14 日から 23 日まで
の 2 週間、東京都内のコンビニエ
ンス・ストア 3 店舗（ファミリー
マート　経済産業省店、ローソン　
丸の内パークビル店、ミニストップ　
神田錦町 3 丁目店）でサプライチ
ェーン可視化情報共有システムの実
証実験が行われた。

　EPCIS とは、可視化データ（注）の
フォーマットとそのデータを取得・
共有するインタフェースを規定する

GS1 標準である。EPCIS 標準を利
用してサプライチェーン上の関係者
が共通して利用できる形でデータを
共有することで、トレーサビリティ
の実現や販売データの活用など、
様々なメリットを個社だけでなくサ
プライチェーン全体として享受する
ことが可能になる。

（注）可視化データ：サプライチェーンの

中でどの商品（what）がどこ（where）

にあるのか、いつ（when）そのビジネス・

プロセスが実行されたのか、それぞれの

地点で何が起きたのか（why）を示すデ

ータ。

　今回の実験ではサプライチェーン

上流で商品に貼付された電子タグを
入出荷時に読み取り、当該データを
実験用に構築した情報共有システム
へ投入することで、在庫情報等をサ
プライチェーンで共有することがで
きるかについて検証が行われた。
　店舗や物流センターでの業務効率
化だけでなく、サプライチェーン上
流の関係者がマーケティングや生産
管理等に有効なデータを得られるこ
とが実証できれば、冒頭の 1000 億
枚宣言の実効性も高まるだろう。引
き続き電子タグ活用に向けた取り組
みに注視したい。

（アパレル・T&L グループ　木村）

2017年度の実証実験で販売された電子タグ付きの商品

EPCISを活用したサプライチェーンの可視化イメージ
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　流通 BMS 協議会では 2009 年よ
り隔年で、各正会員団体の協力の下

「流通 BMS 導入実態調査」を実施
している。5 回目となる今年度は小
売 89 社、卸・メーカー 319 社より
回答があった。以下、結果概要を紹
介する。

導入状況

　小売業の流通 BMS 導入済み企業
は、2 年前の調査より 9.7 ポイント
増 え て 48.3 ％、 卸・ メ ー カ ー も
52.0%（前回比 2.8 ポイント増）と
なり、順調に普及が進んでいること
が判る（図 1、図 2）。小売の「導
入したいが時期は未定」が 21.3%
と前回比 12.6 減となり、各社が次
期 EDI システムの対応を明確にし
てきていることが窺える。

使用している通信手順

　各社が利用している通信手順につ
いて、前述の通り流通 BMS は堅調
に上昇している。今回、2009 年か
ら 70% ほどでずっと横ばいだった
JCA 手順が 17 ポイント減の 53.9%

となった（図 3）。全銀手順・全銀
TCP/IP 手順も減っている。Web-
EDI は 3.6 ポイントの微増で 69.7%
となった。対応している割合として
は多いように見えるが、詳細に分析
すると、Web-EDI のみ対応してい
る企業は全体の 9% で、殆どが流通
BMS もしくは JCA 手順と併用して
いる。よって、多くの企業が、JCA
手順や全銀手順、全銀 TCP/IP 手順
などのレガシー EDI の移行先は流
通 BMS とし、「流通 BMS における
Web-EDI 基本方針」の通り、Web-
EDI は流通 BMS の補完手段として、
取引量の少ない卸・メーカー向けに
選択肢として提供しているものと考
えられる。
　レガシー手順については、NTT
東日本 / 西日本の IP 網移行が控え
るなか早急な対策が必要なため、レ
ガシー EDI の完全撤廃を各社が進
めている。
　一方、小売、卸・メーカーともに
レガシー EDI で接続している取引
先数の割合を確認したところ 50%
以上残る企業が半数ほどを占めてい

た。社数としては、半数を占めるレ
ガシー EDI はかなりの社数となる。
切り替えタイミングを消費税軽減税
率制度導入に定めると、単純計算で
1 日 1 社のペースで流通 BMS に切
替えていく必要があると話す卸・メ
ーカー企業もいる。
　今後、どのようなスケジュールで
切 替 え て い く の か、 い か に 流 通
BMS を拡大していくかが課題とな
りそうだ。

各メッセージの利用状況

　基本メッセージにおける小売業の
利用メッセージ割合を確認すると

「発注」（97.6%）、「出荷」（85.4%）、
「受領」（70.7%）、「支払」（61.0%）、
といったメッセージの利用が多い。
一方、「請求」（29.3%）の利用が少
なく、各社が請求レスによる業務効
率化を進めていることが分かる。
2023 年より導入される適格請求書
等保存方式（インボイス制度）にお
ける請求レス運用について整理が必
要である。

流通BMS導入済み小売業9.7ポイント増、JCA手順17ポイント減
〜2017年度　流通BMS導入実態調査　結果〜

図1　流通BMS　小売導入状況 図2　流通BMS　卸・メーカー導入状況
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導入の理由

　流通 BMS を導入する理由を小売
に聞いたところ、「基幹システムの
更新時期が来たから」（43.6%）、「シ
ステムベンダーから提案があったか
ら」（40.0%）、「機器（JCA手順など）
の更新が出来ないから」（38.2%）、

「 伝 票 レ ス 化 を 実 現 す る た め 」
（36.4%）といった回答が上位に並
んだ（図 4）。「システムベンダーか
らの提案」については、前回 17.4%
から 22.6 ポイントアップし、「基幹
システムの更新時期」についても前
回 24.6% から 19 ポイントアップし
た。基幹システムの更新時期にあわ
せて、システムベンダーから流通
BMS の提案も行われていることが
窺える。また、機器の更新ができな
いことを理由として上げている企業
も多いことや、未導入企業の導入予
定時期も 2 年以内と回答している
企業が 80% を超えることから、IP

網への接続が開始される可能性があ
る 2021 年 1 月を各社が意識してい
るものと推察される。
　NTT 東日本 / 西日本が発表して
いる公衆回線網から IP 網への移行
計画について、内容を理解している
か確認したところ、小売では 70.8%
が内容を理解していると答えた。前
回の 60.6% から 10.2 ポイントアッ
プした。卸・メーカーは 59.9% が
内容を理解していると答え、前回の
28.7% から 31.2 ポイントの大幅ア
ップとなった。IP 網移行による EDI
への影響を正確に広くお伝えすべ
く、流通 BMS 協議会で動画注 1 やフ
ライヤー注 2 を作成し、リテールテ
ック JAPAN の流通 BMS ソリュー
シ ョ ン ゾ ー ン ＆ ス テ ー ジ や 流 通
BMS セミナーなどで案内するな
ど、この 2 年間周知活動に力を入
れて取り組んだ。まだ、情報が伝わ
っていない企業もいるため、引き続
き活動を続けていきたい。

（注 1）成長基盤は流通 BMS

〜とのさまストア成長秘話と成功企業の

導入事例〜

http://www.dsri.jp/movie/#bms

（注 2）NTT 東日本 / 西日本の公衆電話回

線網の IP 化による EDI への影響と、流通

BMS の概要を簡潔に紹介した A4 チラシ

http://www.dsri.jp/ryutsu-bms/info/

info03.html

　導入実態調査に関する詳細結果は
以下の流通 BMS 協議会ホームペー
ジにて公表している。
http://www.dsri.jp/ryutsu-bms/
info/info09.html
　2019 年 10 月から導入される予
定の軽減税率制度や IP 網移行への
対応に企業が動き始めているが、レ
ガシー手順はまだまだ多く残ってい
る。混乱なくスムーズに移行できる
よう、今後も維持・管理、周知活動
を進めていく予定である。

（流通BMS協議会事務局）

図3　流通BMS　小売の取引先とのEDIで対応している通信手順

図4　流通BMS　導入理由（上位4つ）
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　人手不足などにより、さらなる物
流現場における効率化が求められて
いるなか、その対策の 1 つである
音声システムについて整理し、実際
の現場での活用を調査した。

物流現場における課題

　物流現場の現状は厳しい。
　攻めの経営をするため、店舗の拡
大を狙い、物流センターの新設を検
討しても、人手不足が足を引っ張
る。トラックドライバーや物流セン
ター内でのフォークリスト操縦、ピ
ッキング作業の “ 人 ” の確保が難し
く、さらに高齢化が進むなど、多く
の “ 人 ” に関する悩みを抱えてい
る。企業における事業拡大の足枷に
なっているのはあきらかである。
　人手の確保のための工夫と同時
に、IT を利用した作業の効率化を
図っていくことが非常に重要とな
る。今回は既に物流現場で利用され
ており、多くの現場で効果を出して
いる音声認識システムについてフォ
ーカスして調査を行った。

音声認識システム

　音声認識システムの導入メリット
は非常に単純で、物流現場において
二人で行っている作業をなんとか一
人でできるようにするための仕組み
である。さらにこのシステムは人が
行うことには間違いが少なからず起
こりえるが、できるかぎり間違いが
起こらないようサポートするためツ
ールとなる。作業者の生産効率のア
ップとともに、品質の安定を確保す
る有用なシステムといえる。
　音声認識システムには大きく「話
者特定型」と「話者不特定型」の 2

種類に分類される。話者不特定型
は、話者を特定せずに音声を認識す
るシステムを指し、近年消費者向け
に多くの企業が力をいれて開発・発
売している。一方、話者特定型は個
人の音声波長を識別し認識するシス
テムを指し、物流センターなど、外
部の音が大きい場所や近い場所で他
の人も同時に作業している場所など
に向いているシステムである。

現場での活用事例

　本調査では、音声認識システムの
現場での活用について整理するた
め、話者特定型のソリューションを
利用しているヤマエ久野（表 1）の
物流現場での利用状況を調査した。
　基山センター（表 2、図 1）は約
180 人が働き、預かり在庫型センタ
ーとして、在庫をコントロールし発
注も担う。
　音声認識システムは 3 年前に 7
台導入している。音声システムはヴ

ォコレクトジャパン㈱のソリューシ
ョンを採用し、サポートはヤマエ久
野のグループ会社である㈱リンネッ
トが行っている。
　音声システムを利用することで、
1 人で両手があいた状態で作業情報
を確認したり、応答したりすること
ができる。
　今回、特売の大量注文に対する仕
分け作業での活用について実際の作
業を見ることができた。
　導入する前は仕訳リストを出力
し、そのリストを読む人と仕分け作
業をする人の 2 名体制で実施して
いたが、現在はリストの読み手を音
声システムが代わって行っている。
　店舗の確認からロケーションへの
移動、商品の確認、積み込み数の指
示、ラベル出力までを音声システム
とのやり取りで行う（図 2）。
　現場の作業員は、1 人で両手があ
いた状態で作業でき、さらに正確性
も向上したと話す。アナウンスなど

物流現場における音声システムの活用
〜食品卸売業ヤマエ久野の物流センターにおける活用事例〜

表 1　ヤマエ久野㈱の概要

本社 福岡市博多区博多駅東 2丁目 13 番 34 号エコービル

設立年月日 1950 年（昭和 25 年）4月 27 日

資本金 1,025,960,600 円
従業員数 963 名（単体）2,203 名（連結）（2017 年 3月 31 日現在）
事業所数 25 カ所

主な事業内容

主に一般加工食品・冷凍食品・小麦粉・酒類等を仕入れ並びに農産物の
加工・弁当惣菜の製造を行い、コンビニエンスストア・量販店等に販売
するとともに同商品の共同配送作業と住宅資材・木材加工及び製品を建
材・木材店に販売する卸売業

URL https://www.yamaehisano.co.jp/index_h.html

表 2　物流佐賀支店　基山センターの概要

所在地 佐賀県三養基郡基山町大字園部字長浦 3177-14
納品形態 TC、DC
設備 荷役エレベーター、ケースソーター、ピッキングカートなど
敷地面積 約 24,460㎡
延床面積 約 16,360㎡
稼働年 2003 年
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大きな音が流れる物流センターであ
っても誤認識なく、作業者が指示し
た内容を確実に認識していた。総じ
て、実際の現場の利用者の音声認識
システムに対する意見は好評であっ
た。他のセンターでは、稼働してか
ら 8 か月仕分けミスがゼロになっ
たという例もある。

標準システムと新技術

　今回の調査は話者不特定型の音声
システムの事例調査を行った。音声
システムとしては、最近の技術向上
により、話者不特定型の音声システ
ムの認識率も上がっている。今後
は、技術革新と利用拡大によりコス
ト低減も期待できる。さらに、音声

認識および音声合成の技術はその他
のシステムの基盤になり得る技術で
あり、ロボティクスやスマートグラス
などの新技術と連携させることで、
さらなる物流の効率化が期待できる。
　今回の調査にて、音声システムの
現状と導入の効果を整理したが、こ
の音声システムを支える基盤の一つ
が GTIN である。音声システムのみ
ならず、多くの新技術の向上と創出
を支えるべく、その動向を追っていき
たい。また、新たな技術を生み出し
やすいように、標準システムの普及
維持管理に継続して取り組んでいく。

< 取材先 >
ヤマエ久野㈱
㈱リンネット
ヴォコレクトジャパン㈱

（新規事業グループ　梶田）

配送店舗、ロケーション、
商品を確認し、カゴ車に
積み込み

指示されたロケー
ションに移動

商品を確認し、
カゴ車に積み込み。
積み込み完了後、
カゴ締め

自動で出力されるラベル
をカゴ車に貼り付けし
作業完了

 

図1　ヤマエ久野 物流佐賀支店 基山センター

図２　作業者の流れ
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　当事業は、訪日外国人客の多くが
買い物時に不満を感じる商品情報の
言語問題を解決しようとするオール
ジャパンの取り組みである。
　JAN コードをベースに、多言語
商品情報を提供するシステムを開
発、専用のアプリ（Mulpi）を利用
し、大変安いコストで、多言語化の
取り組みが推進できる。
　訪 日 外 国 人 客 は、2017 年 に は
2,869 万人に達し、「明日の日本を
支える観光ビジョン」において、
2020 年 に 4,000 万 人、2030 年 に
6,000万人の目標が設定されている。
　訪日外国人客の旅行消費額に占め
る買い物代の割合は、約 37.1％を
占め、訪日外国人客の増加に伴っ
て、買物消費額も大幅な増加が見込
まれる。
　ところが、訪日外国人客が日本で
ショッピングをする際には、言語の
問題（説明・価格表示）で不満や心
配を感じるケースが多くなっている。
　こうした状況に対し、当事業は、
訪日外国人客向けの商品情報提供に
よる販売促進、メーカー発信の正確
な商品情報の収集／提供サイクルの
確立をめざす。

＜事業概要＞
①商品のバーコードをスキャンする

事で、商品基本情報（JAN コー
ド、商品名（日本語）、メーカー
名（日本語）、商品画像、および
商品カテゴリー名（JICFS（ジク
フス）分類））を多言語（英語、
中国語簡体字、中国語繁体字、韓
国語、日本語）で提供。
　さらに多言語化されたメーカー
の商品詳細情報ページ（Web サ
イト）がある場合は、当該ページ
にリンクを行なって表示する。

②商品基本情報は、プラネット、
JSM-DBC、ジャパン・インフォ
レックス（FDB）の各業界商品
DB に加えて、その他業界分に関
しては、流通システム開発センタ
ーが運営する流開 DP より提供さ
れる。
　また、会員となったメーカー各
社の商品詳細情報ページへのリン
ク先情報も登録、保持される。

③多言語商品情報提供サービスは、
メーカー発信の正確な商品情報伝
達インフラとして、この取り組み
に賛同する既存の関連サービスベ
ンダーなどが展開するアプリや
Web サービスにも開放する。ま
た小売業が展開する PB 品の登録
などにも対応していく。

＜進捗状況＞
　専用のアプリ（Mulpi）に関して
は、Android 版と iOS 版に関して、
それぞれの公式ストアにて無料で、
ダウンロードできるように一般公開
している。
　検索できる商品カテゴリーに関し
ては、OTC 医薬品から開始し、順
次、飲料・食品、日用品・化粧品な

どに拡大予定である。
　初期は、業界 DB が出典元となる
基本情報のみの場合が多いと思われ
るが、順次、メーカーによる多言語
商品情報の整備を推進し、会員を拡
大、商品詳細情報ページのリンクに
ついても拡大予定である。
　会員となるメーカーは、売り場で
自社商品を手に取った訪日外国人に
対し、商品詳細情報を自社ホームペ
ージを通じて提供できるほか、どの
程度のアクセスがあったかのアクセ
スログが入手できるなど、販売促進
とマーケティングデータの入手が可
能となる。
　会員募集要項など詳細は、多言語
商品情報プロジェクトのホームペー
ジ を 参 照 さ れ た い。（http://www.
dsri.jp/forum/pro.html）
　ラグビーワールドカップ 2019 日
本大会、東京オリンピック／パラリ
ンピックなど、今後益々増大する訪
日外国人の買い物支援に向けたオー
ルジャパンによる多言語化の取組み
の一環としていきたい。

（製・配・販連携協議会・多言語商品情
報プロジェクト事務局　上田）

多言語商品情報提供サービスの運用開始

多言語商品情報提供サービスの概要
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Q-1：GTIN（ジーティン）という
名前を聞くことが増えましたが、何
のことですか？
A-1：GTIN は GTIN（グローバル・
トレード・アイテム・ナンバー）の
略で、国際的な標準商品コードの総
称です。「総称」というのは、桁数
の違う複数種類の商品コードを、ま
とめた呼び方であるということです。
Q-2：商品コードは JAN コードだ
と思っていましたが、GTIN は違う
ものなのですか？
A-2：日本で JAN コードとして知
られている 13 桁の商品コードも、
GTIN の 1 種類です。GTIN という
総称に、桁数をつけ、「GTIN-13（ジ
ーティン 13）」とも呼ばれます。
　同じように、小さな商品に利用す
る「短縮 JAN コード」と呼ばれて
いる 8 桁の商品コードも GTIN の一
種であり、こちらは、GTIN-8 と呼
ばれます。また、北米で使われてい
る 12 桁の商品コードは GTIN-12、
さらに、段ボール単位など集合包装
を識別する 14 桁の商品コードは、
GTIN-14 と呼ばれます。JAN コー
ド、UPC コードなど、地域ごとの
呼称は、それぞれ、GTIN を表現す
るバーコードの名前がもとになった
ものです（下図 1 参照）。
各種 GTIN 桁数と日本などでの通称
GTIN-8 8 桁：短縮 JAN コード
GTIN-12 12 桁：UPC コード（北

米で利用）
GTIN-13 13 桁：JAN コード（欧

州等では EAN コード）
GTIN-14 14 桁：集合包装用商品

コード
Q-3：GTIN は、14 桁だと聞いて
います。このため、通常段ボールケ
ースに使っている 14 桁の集合包装
用商品コードのことだと思っていま
した。それだけではないのですか？
A-3：GTIN について、「14 桁の商

品コードであり、つまり、段ボール
などに表示されている集合包装用商
品コードのことだ」としばしば語ら
れますが、これは誤解です。A-2 で
説明したように、GTIN は 8 桁、12
桁、13 桁および 14 桁の商品コー
ドの総称で、14 桁の商品コードだ
けが GTIN であるわけではありませ
ん。 集 合 包 装 用 商 品 コ ー ド は、
GTIN-14 という GTIN の一種類で
あり、全てではありません。
　国際的に GTIN という概念が誕生
したとき、同時にそれ以前はローカ
ル利用として認められていた 16 桁
の集合包装用商品コードが、グロー
バルなルールのもとで 14 桁に集約
されました。これを受け、国内では

「集合包装は 16 桁でなく 14 桁に」
という普及啓発活動が展開されまし
た。これが、「GTIN は集合包装用
商品コードのこと」というイメージ
が浸透している原因と考えられます。
Q-4：「GTIN は一部のバーコード
では 14 桁で表す」とも聞きました
が、どういうことでしょうか？
A-4：GS1 の標準バーコードには、
商品コード以外にも、製造ロット番
号や使用期限の日付などさまざまな
情報を一緒に表現できるタイプのも
のが複数あります。具体的には、

GS1-128 シンボル、GS1 データバ
ー、GS1 デ ー タ マ ト リ ッ ク ス、
GS1QR コードなどです。
　これらのバーコードで GTIN を表
す時、GTIN であることを示す背番
号が 01、データのフィールドは 14
桁に固定されています。このフィー
ルド内では、例えば 13 桁の商品コ
ードは先頭にゼロをひとつ追加し、
14 桁にします。北米の 12 桁の商
品コードの場合、二つゼロをつけま
す（図 2 参照）。
　なお、このようにバーコード表示
をする際、いわば「14 桁化」する
ことから「単品を識別する 13 桁の
JAN コードにゼロを 1 つ足して 14
桁にし、GTIN を作る」という説明
も一部で見うけられます。ただし、
前述のとおり、13 桁の商品コード
はそれ自体が GTIN-13 という GTIN
の一種であり、JAN シンボルに表現
された 13 桁のコードはそのままで
GTIN-13 です。「13 桁にゼロを足し
て 14 桁にし、そこではじめて GTIN
になる」というわけではありませ
ん。あくまで、「たくさんの情報が
入るバーコードでは GTIN の桁数を
14 桁にそろえて表現する」という
ことです。

（グロサリー業界グループ　森）

GTIN に関する Q&A

図2　異なる桁数のGTINを14桁にそろえて（*）バーコード化する際のデータ
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入門講座ご案内
当センターでは、2018年度バーコード、電子タグ（EPC/RFID)、流通BMSの各入門講座を開催しています。
初めての方にも分かりやすく説明いたしますので、是非ご参加ください。

基礎からはじめる 参加費無料

  5 月 9 日 ( 水 )
  5 月 31 日 ( 木 )

2018 年 4 月 18 日 ( 水 )

2018 年 5 月 17 日 ( 木 )

2018 年 4 月 25 日 ( 水 )

　2018 年 4 月 20 日 ( 金 )

大阪市東淀川区東中島 1-18-22    丸ビル別館
JR 新大阪駅東口より徒歩 2 分、地下鉄御堂筋線新大阪駅⑤、⑥番 改札出口徒歩 8 分

新大阪丸ビル別館 3-5 号室

地下鉄 銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目」4 番出口 徒歩 約 4 分

受講対象者：これからバーコードを導入する事業者の方。
　　　　　　商品メーカー・卸売業・小売業・IT企業・物流業等。

流通 BMS 入門講座について プログラム （14:00～16:30）

流 通 B M S 入 門 講 座流 通 B M S 入 門 講 座

バ ー コ ー ド 入 門 講 座バ ー コ ー ド 入 門 講 座

電子タグ（EPC/RFID）入門講座電子タグ（EPC/RFID）入門講座

地下鉄 銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目」4 番出口 徒歩 約 4 分

流通EDIの概要
流通EDIの基礎、流通BMSの導入メリット、最新状況など

第１部
14:00～15:10

流通BMSの基礎知識
運用プロセス、メッセージ項目、導入の流れ
ガイドラインやメッセージ項目一覧の見方など

第２部
15:20～16:30

※第1部のみ、第2部のみ、の受講も可能です。
※ガイドラインとは、流通BMSの業務プロセスと各メッセージおよびデータ項目などについて解説したものです。

本講座は、電子タグの特徴や国際標準、活用事例に
ついて、動画を交えながら、初めての方にもわかりや
すく解説します。

本講座は、誰でも無料で参加できる講座です。流通EDIの基礎知識から流
通BMSの利用方法まで幅広く学ぶことができます。

（1）はじめに
（2）電子タグとは
（3）電子タグの活用シーンと導入事例
（4）電子タグシステムの導入に向けて
（5）GS1 EPC/RFID標準の紹介

入門講座ご案内

当センター会議室（東京都港区赤坂 7-3-37 プラース・カナダ 2F）
地下鉄 銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目」4 番出口  徒歩 4 分

流通システム開発センター

流通システム開発センター 電子タグ入門講座担当

流通システム開発センター

（13:30～16:30）

（13:30～15:30（※途中 10分休憩））

東京会場：

2018 年 5 月 29 日 ( 火 )
ミカサ商事 ( 株 ) セミナールーム 本社東館 7 階（大阪府大阪市中央区島町 2 丁目 4-12）
＊当日は本社東館 1 階の受付においでください
地下鉄谷町線「天満橋」駅 4 番出口より徒歩 7 分、堺筋線「北浜」駅 4 番出口より徒歩 7 分

大阪会場：

URL：http://www.dsri.jp/ryutsu-bms/event/edi.html

E-mail：kouhou@dsri.jp

※プログラム内容につきましては、当センター迄お問い合わせ下さい。

国際標準の商品識別コードとして利用されている、JANコード、集合包装用商品
コードに関する基礎。
その他の関連情報。

①JANコード
　コード体系、利用方法、JANシンボルの印刷など

②集合包装用商品コード
　コード体系、利用方法、ITFシンボルなど

③GTIN（Global Trade Item Number）

④その他の関連情報の紹介

Tel：03－5414－8502

URL：http://www.dsri.jp/seminar_book/seminar/

URL：http://www.dsri.jp/seminar_book/seminar/epc_seminar.htm
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